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はじめに 

 

本業務の趣旨 

『森林・林業基本計画』において路網整備の加速化に向けた取り組みが求めら

れ、北海道森林管理局においても積極的に「林業専用道」、「森林作業道」の作設

を進めることとしています。しかしフォワーダ等による集材距離が過長であるな

ど、作設後必ずしもその目的である高効率・低コスト作業の効果の発現が、十分

とはいえない状況も見受けられます。 

このため、北海道特有の緩傾斜、平易な地形などを有する箇所（上川中部森林

管理署、十勝東部森林管理署）において、森林経営の基盤となる林業専用道を可

能な限り高密度に配置して森林作業道による集材距離を概ね 200m（最長でも 500m

以内を上限）とし、運材の効率化による北海道型作業システムの確立を目指しま

す。このため、外部の有識者及び路網整備技術の普及等の中核となる局署職員で

構成する委員会を設置します。 

 

本委員会の目的 

本委員会は、北海道型作業システムを確立するため、作業システムを踏まえた

効率的な路網の整備について検討を行い、その結果をもとにモデル作業地におい

て林業専用道と森林作業道からなる路網を開設し、林業経営の高効率・低コスト

化を試行するものです。さらに、これらモデル地域を民有林を始めとする林業関

係者の現地検討会等のフィールドとして活用するなど、北海道型作業システムの

普及に努めるものとします。 

 

北海道の地形・気象状況について 

日本は国土の 7割が山岳地帯であり欧米主要国に比べ急峻な地形が多く、林業も

そのような地域で盛んに行われています。しかしながら、北海道は他県と比べ比較

的地形が緩やかな森林地帯が８割を占めており、特に緩傾斜地は全国で最も広い面

積を有しています。また、北海道は年平均降水量が１，２００㎜以下の雨の少ない

地域が多く、台風の襲来も少ないことから、災害などによる路網に対する影響が少

ない特徴を有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

急峻な地形での作業風景  
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低コスト作業システムの構築について 

林業の収益性向上のためには、素材生産、特に間伐におけるコストの低減が重

要な課題となっています。このためには、高性能林業機械の性能を最大限に発揮

させることを中心とした労働生産性の向上が不可欠であり、合理的に配置された

路網と、素材生産の工程全体を通じて生産性が高まるような作業者や林業機械の

配置による低コスト作業システムを構築することが重要です。 

 

間伐が主体となっている木材生産における、低コスト作業システムの構築に当

たっての三つのポイント 

 

① 高性能林業機械の活用 

高性能林業機械の能力によって、各工程の高い生産性を確保するだけではなく、そ

れぞれの作業工程において使用される高性能林業機械の稼働率の無駄をなくします。

例えばグラップルで直接木寄せするなど、従来の作業システムでは複数の工程や人数

を必要とした作業を大きく簡素化することができます。 

② 高密度路網の整備 

高性能林業機械が真価を発揮するためには、高性能林業機械の組み合わせに応じた

適切な路網配置、さらに、作業機械の性能・寸法に応じた林道、林業専用道、森林作

業道の規格・規模による高密度の路網整備が不可欠です。 

③ 列状間伐 

伐採や搬出に都合のよい列状に間伐を行うため作業が画一的になることから、標準

化が可能で伐採や集材作業の機械化が可能となり、間伐経費をおさえられる長所を持

っています。調査の簡素化や安全性の確保にも大きな効果が期待できます。 

 

高い生産性と低いコストを両立させ、国産材を安定的に供給するためには、使

用する機械や作業の内容を踏まえ、簡易かつ耐久性のある路網の整備がきわめて

重要となります。こうした、できるだけ少ない人数、少ない工程の組み合わせに

よるシンプルな作業システムが必要です。 
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1. 林内路網の種類 

路網の区分と役割 

林内路網とは、林道、林業専用道、森林作業道から成り、これらは原則、継続的に長期

にわたって使用していくことを前提に整備されるもので、それぞれ以下のように定義され

ます。（表１－１） 

 

表１－１ 路網の区分と役割 

区 分 役    割 

 
林   道 

原則として不特定多数の者が利用する恒久的公共施設であり、森林整備
や木材生産を進める上での幹線となるものである。 

  
 

林 業 
専用道 

主として特定の者が森林施業のために利用する恒久的公共施設であり、
幹線となる林道を補完し、森林作業道と組み合わせて、森林施業の用に供
する道をいい、普通自動車（１０トン積程度のトラック）や林業用車両（大
型ホイールタイプフォワーダ等）の輸送能力に応じた必要最小限の規格・
構造を持つことにより、森林作業道の機能を木材輸送の観点から強化・補
完するものである。 

 
 

森 林 
作業道 

 

特定の者が森林施業のために利用するものであり、主として林業機械
（２トン積程度の小型トラックを含む。）の走行を予定するものである。
また、集材のために、より高密度な配置が必要となる道であり、作設にあ
たっては、経済性を確保しつつ丈夫で簡易な構造とすることが特に求めら
れる。 

 

 

林道 

林道は、林道規程によりその規格・構造が定義され、森林へのアプローチを容易にし、

適切な森林施業を行うための基盤として、また、山村と都市の共生・交流を図るためのア

クセス道路としても利用されています。自動車道１～３級から成り、森林整備の骨格とな

る「森林基幹道」や、きめ細かな森林施業に必要な「森林管理道」等に区分されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１車線１級林道 幅員=5.0m 

道路構造令における 3種 5級に相当 

 

                                      2 級林道 幅員=4.0m 
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林業専用道 

林業専用道は、林道と森林作業道の両方の性格を有し、木材輸送の観点からこれらを強

化・補完する道であり、林業の再生と自立の一翼を担う最もシンプルな林道です。その作

設にあたっては、地形・地質の面から十分な検討を行い、規格・構造の簡素化を旨として、

平均傾斜２５°から３０°程度以下の斜面に作設することを基本に、できるだけ地形に沿

って計画します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車道幅員=3.0m 

 

森林作業道 

特定の者が森林施業のために利用する道路で、主として林業機械（フォワーダや２トン

積トラック等）の走行を想定しています。また、集材等のために、より高密度な配置が必

要になる道であり、作設に当たっては、経済性を確保しつつ丈夫で簡易な構造にすること

が特に求められます。 
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2. 作業システムと路網密度 

基本的な作業システム 

作業システムとは、木材生産現場における、作業と機械と人の有機的な組み合わせであ

り、立木の伐倒、林道端や土場への搬出（集材）、枝払・玉切（造材）、トラック積み込み

までの一連の作業プロセスを対象とし、林況・地形などに応じた機械の組み合わせによっ

て、常に一定の効率的な生産が上がる作業の仕組みです。作業システムは、主として地形

傾斜条件によって車両系と架線系に大別され、地形傾斜条件が複雑な日本では、伐出シス

テムにおいていくつかのバリエーションが必要となります。 

 

 

 

表２－１ 【地形傾斜・作業システムに対応する路網整備水準の目安】 

（単位：m/ha）  

作業 基 幹 路 網 細部路網  

区 分 
ｼｽﾃﾑ 林道 林業専用道 小計 森林作業道 

 

路網密度 

緩傾斜地 

(0～15°) 
車両系 15～20 20～30 35～50 65～200 100～250 

中傾斜地 車両系 50～160 75～200 

(15～30°) 架線系 
15～20 10～20 25～40 

0～35 25～75 

急傾斜地 車両系 45～125 60～150 

(30～35°) 架線系 
15～20 0～ 5 15～25 

0～25 15～50 

急峻地 

(35°～ ) 
架線系 5～15 ― 5～15 ― 5～15 

注： 路網・作業システム検討委員会最終とりまとめより抜粋。 

 

表２－２ 【作業システムの例】 

作業 最大到達距離（ｍ） 作業システムの例  

区 分 
ｼｽﾃﾑ 基幹路網から 細部路網から 伐 採 木寄せ・集材 枝払い・玉切り 運 搬 

緩傾斜地 

(0～15°) 
車両系 150～200  30～ 75 ﾊｰﾍﾞｽﾀ 

ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ 

(ｳｲﾝﾁ) 

ﾊｰﾍﾞｽﾀ ﾌｫﾜｰﾀﾞ 

ﾄﾗｯｸ 

車両系  40～100 
ﾊｰﾍﾞｽﾀ 

ﾁｪｰﾝｿｰ 

ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ 

ｳｲﾝﾁ 

ﾊｰﾍﾞｽﾀ 

ﾌﾟﾛｾｯｻ 

ﾌｫﾜｰﾀﾞ 

ﾄﾗｯｸ 

 

中傾斜地 

(15～30°) 
架線系

200～300 

100～300 ﾁｪｰﾝｿｰ 
ｽｲﾝｸﾞﾔｰﾀﾞ 

（ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ） 
ﾌﾟﾛｾｯｻ 

ﾌｫﾜｰﾀﾞ 

ﾄﾗｯｸ 

車両系  50～125 ﾁｪｰﾝｿｰ 
ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙ 

ｳｲﾝﾁ 
ﾌﾟﾛｾｯｻ 

ﾌｫﾜｰﾀﾞ 

ﾄﾗｯｸ 

 

急傾斜地 

(30～35°) 
架線系

300～500 

150～500 ﾁｪｰﾝｿｰ 
ｽｲﾝｸﾞﾔｰﾀﾞ 

ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ 
ﾌﾟﾛｾｯｻ 

ﾌｫﾜｰﾀﾞ 

ﾄﾗｯｸ 

急峻地 

(35°～ ) 
架線系 500～1500 500～1500 ﾁｪｰﾝｿｰ ﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ ﾌﾟﾛｾｯｻ ﾄﾗｯｸ 

注： この表は、現在採用されている代表的な作業システムを、使用されている林業機械により表しつつ、傾斜

及び路網密度と関連付けたものであり、林業機械の進歩・発展や社会経済的条件に応じて調整されるものであ

る。 

地域において、今後の路網整備や資本整備の方向を決めるに当たっては、地域における自然条件、社会経

済的条件を踏まえた工夫や経営判断が必要である。 

「グラップル」にはロングリーチ・グラップルを含む。 

本表は、表２－１の参考資料である。 

現在想定しうる作業システムについて、（  ）書きで追記 

作業工程 ＝ 伐 採 ⇒ 木寄・集材 ⇒ 枝払い・玉切り（造材） ⇒ 運 搬 
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北海道型の地形に適合した路網配置 

運材コストについて 

諸外国（ドイツ、オーストリア）との木材価格の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2-1 はドイツ、オーストリアと日本の路網密度、木材生産費、木材価格等を比較したもの

ですが、この図からもわかるように、日本の木材価格はドイツ、オーストリアと比べて同等で、

生産費は相当に高額となっていることがわかります。これは地形と林内路網密度が大きな要因

となっていると考えられます。北海道は他県と比較して地形が比較的緩やかで地形的なヒダも

少なく、どちらかといえばドイツやオーストリアに近い地形条件を呈している地域が多く、こ

のような特性をうまく利用して、高密度な路網整備が実現できれば、木材生産コストを大幅に

削減することが可能となります。 

一例として、図 2-2 に示すように林業専用道の路網密度を上げ、その比率を高くすることで、 

①直接木寄せが可能となります 

②トラックや大型ホイールフォワーダ等により速やかに材の運搬を行うことができます。 

これらのメリットにより運材コストの削減を行うことが出来ると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準的な路網 北海道の地形特性を生かした路網 

図 2-1 

図 2-2
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林業専用道をベースとした北海道型作業システムの検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現 況】 

○ 北海道特有の地形 

・ 傾斜が緩やか 

・ 地形が複雑でない 

（本州等で実施するシステムとは異なるシステムが可能） 

○ 集材距離が過長 

・ 高効率・低コスト作業の効果の発現が十分とは言えな

い状況が見受けられる。 

【本検討会検討課題】（7 月～１０月） 

○ 北海道型作業システムの提示 

・ 効率的・効果的な路網密度の整備 

   (フォワーダにより搬出する集材距離（森林作業道）を

２００ｍ程度と想定し、地形等に応じた路網を計画） 

・ 山土場を必要としない作業システムの構築 

【期待される効果等】 

○ モデル作業地において路網を開設 

・ 作業システムの検証 

   （上川中部森林管理署・十勝東部森林管理署） 

・ 地域関係者との情報共有 

○ 技術の普及・啓発（フィールドの提供） 

・ 民有林担当者を含めた現地検討会場として活用 
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【作業システムと路網の組み合わせ】 

○ 効率的な作業システムに対応し得る路網を整備 

林業専用道を高密度に配置して、フォワーダによる森林作

業道の運搬距離をできるだけ短縮 

林業専用道までの集材距離

（森林作業道）の短縮化 

作業の効率化・低コスト化

が実現可能 

車両系システム
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3. 路網整備の手引（案） 

路網配置の手順 

路網配置の手順は図３－１のフロー図が基本となりますが、使用者が手順の意味や考え

方を良く理解したうえで、状況に合わせて最適な方法を選択します。 

図 3-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路網配置区域の設定 
森林資源・自然環境・

法的規制等 

STEP-1 路網配置区域の設定 

地形・地質の把握 

傾斜区分 

STEP-2 立地の把握 

傾斜区分 

回避区域 

３０°以下の林地を抽出 

既設路網の把握 

基幹路網は整備水準以上か 

（林道・林業専用道） 

STEP-3 路網の検討 

0～15° 15～30° 30°以上 

林 道 

森林作業道 

林業専用道 

北海道型作業システムの（導入可否判断）・路網整備水準との比較・検証 

Yes 

概 

略 

配 

置 

細部路網整備

Yes 

No 
No 

STEP-4 路網配置 現地踏査・予測 

実施測量 

施 工 

地形・地質の把握 

傾斜区分 崩壊地等 

回避区域 

３０°以下の林地を抽出 

搬出集材距離が200ｍ程度（最

大500ｍ）になるように基幹路

網が配置されているか 

No 
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路網を配置する区域(利用区域)を設定します。北海道型作業システムは、北海道の地形

の特性を生かすため、走行速度の速い車両系による作業を基本とします。このため路網配

置区域を設定する場合は、地域の森林資源、自然条件はもちろんですが、森林の斜面傾斜

分布を良く把握し、中・緩傾斜地を主体とする森林区域を設定することが、大変重要にな

ります。 

 

 

路網配置計画を行う場合、立地を把握することが大変重要となります。路網配置区域に

ついて地形・地質・土壌等を調べ、路網配置の基礎資料とします。 

まず、基本図、地質図、空中写真等から対象地域の地形、地質を調べ、路網配置区域の

傾斜区分図を作成し、前掲表２－１の傾斜区分に基づき、その分布情報を把握します。次

にこれらの情報をもとに、地形図のゾーニング等を行って主要なコントロールポイントを

抽出します。 

 

 

路網配置可能な区域の既存路網を調べ、基幹路網からの集材距離が 200ｍ程度（最大 500

ｍ）に配置されているかの確認を行います。既存路網がこの条件を満たしていない場合は、

新たに路網配置を計画します。北海道型作業システムは、林業専用道をベースとすること

から緩傾斜及び中傾斜地を、林業専用道がどこを通ると効率が良いか、森林へのアクセス

性を考慮しながら、集材距離が 200ｍ程度になるよう可能な限りの線形を描きます。また、

主要なコントロールポイントをもとに危険箇所を回避し、安全で効率的に作業が行えるよ

う検討を行い、概略の路網配置計画図を作成します。 

 

 

概略の路網配置計画路線が複数ある場合、各路線の優先度を定めます。次に、概略の路

網配置計画図を基に、現地踏査と予測を繰り返し行い、最終の路網配置を決定します。こ

れらの STEP が満たされた場合は、実施測量を行います。 
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STEP-1 路網配置区域の設定 

路網を配置する対象となる区域を設定する場合は、地域の森林資源や自然条件等を把

握して路網を配置する必要があります。 

 

（ 1 ）森林資源の把握 

森林資源の把握方法としては、森林基本図及び森林調査簿等のデータを利用し所有形態

区分、林種区分、林相区分（樹種）、制限林区分（保安林等）、林齢区分、施業履歴、現況

林分密度区分等の情報を、それぞれ表（表 3－１）や図（図 3－2）等に整理します。 

 

 

表 3‐1   森林資源表の例 
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林種区分（人工林・天然林）図          林相区分（樹種）図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制限林区分（保安林等）図             森林施業履歴図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現況林分密度区分図              

 

図 3‐2 森林資源把握図の例 
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（ 2 ） 自然環境条件等の把握 

気象の把握 

北海道は一般に冷涼低湿で、梅雨や台風の影響が少ないですが、地域によって気象・気

候に特徴がみられます。路網整備後には、大雨、大雪、強風が、路体決壊や法面崩壊等の

災害の大きな誘因となるため、気象・気候を把握することは重要となります。 

 

① 気象の概要 

北海道の気候は、大きく分けて日本海型、太平洋型、オホーツク海型および太平洋東

部型の４つの地域に区分されます。日本海側は、夏は降雨が少なく気温は高いですが、

冬は大陸からの季節風により降雪量が多く、内陸部では-30℃になることもあります。太

平洋側は、比較的気温が高く夏は雨がやや多いものの、冬は温暖で降雪も多くはありま

せん。オホーツク海型は年間を通じて降雨・降雪が少なく、1月末～3月は流氷が着岸す

る寒さが厳しい地域です。太平洋東部型は、夏は内陸部では気温が高いですが、海岸部

では霧が多く低温で、冬は降雪が少ない地域です。 

 

② 降水量 

北海道は地形的な要因からきわめて狭い地域に降水量が集中する太平洋側西部（胆振

中部や渡島西部）の南東斜面及び日高東部以外では比較的降水量が少なく、とくに網走、

北見は年平均降水量が８００mm 未満となっています。北海道全体としても年平均降水量

が１，２００㎜以下の地域が多く、台風の襲来も少ないですが、発達した温帯低気圧が

道内に被害を与えることがあります。また、北海道地方には梅雨がないとされています

が、梅雨前線が２週間ほど北海道にかかることがあり、ぐずついた天気になることから

蝦夷梅雨と呼ばれています。最大時間雨量が５０mm を越える降雨はきわめてまれで、最

大日降水量も２００mm 以下にとどまっていましたが、最近降水量が増加する傾向にあり、

最大日降水量が２００mm を超えるような箇所が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 道内の主要な地域の年平均降水量及び年平均気温 

（統計期間：30 年間 1982～2011 気象庁） 
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③ 降雪量 

道南の一部沿岸地域を除くと、夏と冬の温度差が大きく１７９の市町村が豪雪地帯、

８６の市町村が特別豪雪地帯（平成２２年４月１日での指定状況）になっています。降

雪量は北海道を東西に分ける脊梁山脈により大きく異なり、倶知安、幌加内、大雪山周

辺、暑寒別山周辺等の西部に多く、根釧台地等東部の地域で少なくなっています。積雪

日数は１２０日を超える地域が多く、降雪深４ｍ以上の地域では積雪日数がほぼ１５０

日以上、２ｍ以上だと１２０日以上という傾向にあります。気温が下がる北海道北部で

は、降雪深が４ｍ以下でも積雪日数は１５０日以上、一方旭川以南では４ｍ以上でも１

５０日以下となります。また、融雪期は４～５月で降雨が重なる場合があり、融雪災害

が発生しやすい条件となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 道内の主要な地域の年平均降雪量及び年平均最低気温 

（統計期間：30 年間 1982～2011 気象庁） 

 

災害をもたらす気象等について 

降雨、洪水、暴風、地すべり、地震、その他異常な自然現象により発生した林道施設

災害は、林道施設災害復旧事業により一定の基準を満たせば復旧することができます。 

 

 降 雨 に よ る 災 害：２４時間雨量８０ｍｍ以上、１時間雨量が概ね２０ｍｍ以上 

 暴 風 に よ る 災 害：最大風速１５ｍ以上 

 河川の出水による災害：その地点の水位が警戒水位以上 

流木、流氷、転石、河状の変化が被災原因 

融雪出水のように長期にわたる出水 

 地すべりによる災害 

 地 震 に よ る 災 害 

 その他異常な自然現象 

※経済効果の小さいもの、過年災、設計不備、施工粗漏、維持管理不良は対象外 

 

対象地の気象状況は、気象庁や各地域の気象台等で確認することができます。また、

国土交通省の【川の防災情報】等も活用してください。 
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自然環境の把握 

林内路網の計画には、対象地域の自然環境、特に地域に生息・生育する動植物を把握

し、生物多様性の保全に配慮をする必要があります。 

北海道は、四面を海に囲まれ、多くの森林、湿原、湖沼などの、すばらしい自然環境

に恵まれており、様々な動植物が生息しています。希少な動植物等の生育・生息概況を

把握するには、北海道レッドデータブック、北海道森林管理局希少野生動植物ハンドブ

ックを参照し、さらに過去の環境調査データや研究者に直接確認することも効果的です。 

計画路線及びその周辺における希少野生動植物の生息・生育及びその可能性を事前に

把握し、路網の開設等が当該野生動植物の生息・生育に影響を及ぼすと判断される場合

は計画の再検討を行います。 

 

表 3‐2 北海道内に生育・生息する着目すべき種 

種  別 種  数 法  規  制  等 

植    物 675 天然記念物・種の保存法・北海道 RDB・環境省 RL 

哺 乳 類 19 北海道 RDB・環境省 RL 

鳥    類 68 天然記念物・種の保存法・北海道 RDB・環境省 RL 

爬 虫 類・両 生 類 5 北海道 RDB・環境省 RL 

魚    類・甲殻類他 37 天然記念物・北海道 RDB・環境省 RL 

昆 虫 類 460 天然記念物・北海道 RDB・環境省 RL 

計 1,264  

出典：希少野生動植物ハンドブック（北海道森林管理局 2009 年 3 月） 

 

 

表 3‐3 国および北海道指定天然記念物 

特別天然記念物 天然記念物 
区 分 分類群 

掲載種数 未掲載種数 掲載種数 未掲載種数 

植    物 0 1 種 3 指定区域 1 指定区域 15 指定区域 

哺 乳 類 0 0 0 0 

鳥    類 2 種 0 8 種 1 指定区域 3 指定区域 

爬 虫 類・両 生 類 0 0 0 0 

魚    類・甲殻類他 0 0 1 種 0 

国

指

定 

昆 虫 類 0 0 5 種 1 指定区域 0 

植    物 ― ― 5 指定区域 11 指定区域 

哺 乳 類 ― ― 0 0 

鳥    類 ― ― 0 1 指定区域 

爬 虫 類・両 生 類 ― ― 0 0 

魚    類・甲殻類他 ― ― 2 指定区域 0 

北
海
道
指
定 

昆 虫 類 ― ― 0 0 

出典：希少野生動植物ハンドブック（北海道森林管理局 2009 年 3 月） 
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表 3‐5 北海道指定希少野生動植物 表 3‐4 国内希少野生動植物 

表 3‐6  国指定天然記念物 表 3‐7  北海道指定天然記念物 
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文化遺跡等の把握 

北海道は、本州と津軽海峡を挟んだ対岸に位置し、気候も一般に冷涼低湿であること

など条件の違いから、独自の文化を育んできました。北海道には現在約 1 万 2 千カ所近

い遺跡が確認されており、この中には「遠軽町白滝遺跡群」や「千歳市キウス周堤墓群」

のような国指定史跡の他、「網走市モヨロ貝塚」、「陸別町ユクエピラチャシ跡」など、北

海道独自の遺跡があります。歴史遺産を保全するために、路網配置を計画する場合は、

これらの文化財を把握する必要があります。 

道内に分布する埋蔵文化財包蔵地については、北海道教育委員会の北の遺跡案内で遺

跡の場所を確認することができます。詳細については、該当市町村の教育委員会に確認

してください。 

 

    表 3-8 北海道の埋蔵文化財包蔵地数     （平成 24 年 4月 1日現在） 
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関連法令等の把握 

森林によっては、法令等による開発行為の制限があることから、路網整備による林道

の開設等に当たっては、対象となる区域及びその周辺の各種法令規制等を把握する必要

があります。指定を受けている場合、行為許可申請および報告や協議が義務付けられて

いるものがあるため、関連法令・規制等を確認します。なお、関係する主な法令等には

次のようなものがあります。 

表 3-9         法 的 規 制 等 に 関 す る 調 査 表 

規  制  区  分 細 分 ( 名 称 ) 内 容 ( 摘要 ) 関  係  法  令  等 
 1 水かん 2 土流   
 3 土崩 4 飛砂   

 5 防風 6 水害   
 7 潮害 8 干害   

1 保安林 9 防雪 10 防霧  森林法（第 34 条） 

 11 なだれ 12 落石   

 13 防火 14 魚つき   

 15 航行 16 保健   

 17 風致    

  1 特別保護地区  
  2 第 1 種特別地域  

 1 国立公園 3 第 2 種特別地域  

  4 第 3 種特別地域  

  5 普通地域  

  1 特別保護地区  
  2 第 1 種特別地域  

2 自然公園 2 国定公園 3 第 2 種特別地域 自然公園法(第 17 条、第 18 条 2、3 項等) 

  4 第 3 種特別地域  

  5 普通地域 普通地域(第 33 条 1 項届出) 

  1 特別保護地区  
  2 第 1 種特別地域  
 3 都道府県立公園 3 第 2 種特別地域  

  4 第 3 種特別地域  

  5 普通地域  

 1 原生自然環境保全地域  自然環境保全法(第 14 条第 1 項) 

 2 自然環境保全地城 1 特別地区 自然環境保全法(第 22 条第 1 項) 
3 自然環境保全地域  2 普通地区  

 3 都道府県白然環境保全地域 1 特別地区 自然環境保全法(第 45 条第 1 項) 
  2 普通地区  

4 野生動植物生息地等保護区 
  絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に

関する法律(第 36 条) 

  1 特別地区  
5 鳥獣保護区  2 普通地区 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 

  3 休猟区 (平成 14 年法律第 88 号) 

6 特別母樹林   林業種苗法(第 4 条第 1 項) 

7 史跡・名勝・天然記念物   文化財保護法(第 109 条第 1 項) 

8 埋蔵文化財  登載の有無 文化財保護法(第 94 条 3 項) 

9 歴史的風土特別保存地区   古都保存法(第 6 条第 1 項) 

10 都市計画区域風致地区   都市計画法(第 8 条第 1 項第 7 号) 

11 都市緑地保全地城   都市緑地保全法(第 3 条) 
12 砂防指定地   砂防法(第 2 条) 
13 地すベリ防止区域 

(ぼた山崩壊防止区域) 
構造改善局（行兼) 
  

 地すべり等防止法(第 4 条第 1 項) 

14 急傾斜地崩壊危険区域 
  急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する

法律（第 3 条第 1 項) 

15 漁業法第 120 条の立入制限区域    

16 河川区域 
1  １級河川    2  ２級河川 
3  準用河川    4  普通河川 

 河川法(第 26 条等) 
普通河川→国有財産法(策 18 条第 3 項) 

17 道路区城 
1  国道       2  県道 
3  市町村道      4  その他 

 道路法(第 24 条) 
道路交通法(第 77 条) 

18 その他道路等 
1  農林道        2  県道 
3  その他 

 道路法(第 24 条) 
道路交通法(第 77 条) 

19 保安施設地区   森林法(第 44 条) 

20 内水面漁業(第 5 種協同組合) 内水面漁業組合  漁業法(第 127 条) 

21 土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合の調査   土壌汚染対策法(第４条) 

22 環境保全条例等    
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関関関連連連法法法令令令等等等ののの把把把握握握ににに関関関すすするるる参参参考考考例例例   

 

分収育林の区域に林業専用道を計画する際の留意事項       

 

国有林野管理課 白藤 企画官からの聞き取りメモ 

分収育林の契約林分に林業専用道を新設することは基本的に可能である。 

 

１．線形の計画にあたっては、分収育林、さらには周囲の森林を含めて経済的・生態的な 

価値が高められる施業に資し、将来に渡って継続的な効果が高まるように設置する必要 

がある。 

 

２．１の理由に基づき、契約者全員から同意・承諾を得た後、線形分の土地を解除する必 

要がある。→森林管理局国有林野管理課が契約者各個人と対応。 

 

３．測量・設計の段階では伐木等が生じない限りは特段の措置は必要ない。 

 

４．立木販売などで販売して、収入を分収割合に応じて契約者に還付。 

 ① 工事前に支障木調査を行い、分収育林以外の林小班の支障木と区別し、分収育林分  

の支障木量を確定する。 

 ② 区別することが不可能であったり、外の林小班分と一緒に販売した方が有利と判断  

できれば、同一の契約での販売は可能。ただし、分収育林の契約額が判るように区分  

する必要がある。 

  

 

 

    

※林野庁管理課及び北海道森林管理局国有林野管理課と相談の上、事務局が作成 
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（ 3 ） 路網配置区域の概略図作成 

路網配置区域の概略図作成 

路網を配置する森林の状況・環境確認の後、これらの情報を基に、路網配置区域を設定

し、森林情報を取りまとめるとともに、概略の図面を作成します。 

 

表 3-10 路網配置区域の森林情報表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 路網配置区域の概略図の例 
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STEP-2 立地の把握 

（ 1 ）北海道の地形・地質・森林土壌の特徴 

北海道の地形概要 

北海道の地形は、大別して南北に走る中央の山岳地帯を含む中部と、道南西半島部にあ

たる西部、および網走構造線以東の東部に分かれています。 

図は、北海道の地形を、標高１００ｍ以下の平野、１００～５００ｍの丘陵、５００ｍ

以上の山地に区分したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 東部 

東部地区は北海道の網走付近から十勝川河口付近まで伸びる網走構造線の東側にあた

る地域で、東部火山地域、根釧台地、白糠丘陵、十勝平野・豊頃丘陵があります。 

 

東部火山地域は、知床火山群、屈斜路・阿寒火山群、然別火山群、大雪山火山群(十勝

岳火山群)よりなり、千島火山帯の南西部をなしています。また、屈斜路阿寒火山群には、

摩周カルデラ、屈斜路カルデラ、阿寒カルデラがあります。 

根釧台地は、根室段丘・釧路段丘・釧路低地からなり、その高度は根室～厚岸の海岸部

と北部の火山地域側に向かって高くなっています。 

図 3-6 

21



白糠丘陵は十勝平野の東にある小起伏の丘陵で白亜系と新第三系からなり、山稜は東に

緩く西に急であることから、傾動山地であることが推測されています。白糠丘陵と北見山

地・石狩山地との境界付近を網走構造線が北北東―南南西に走っています。 

十勝平野は、西の日高山脈、北の大雪山火山群・十勝岳火山群・然別火山群、東の白糠

丘陵、南の太平洋に囲まれ、大部分が東部の洪積台地と、西部の開析扇状地からなってい

ます。 

豊頃丘陵は、平均高度約 200m の開析された高地で、西側には、活断層群が発達してい

ます。十勝川にそう河岸段丘が帯広盆地域よりも上昇していることから、これらの山地が

最近の地質時代に形成されたものであることがわかっています。 

 

② 中部 

中部地区は、北海道の胴体部にあたり北見山地・中央凹地・天塩山地・日高山地・夕張

山地・石狩勇払低地・増毛山地があります。 

 

北見山地は侵食が進んでおり、山地形成期の骨格部分が地表に現れている地帯です。 

中央凹地は北から南に頓別低地・名寄盆地・上川盆地・富良野盆地にわけられる凹地帯

です。 

天塩山地は宗谷丘陵・中央天塩山地・幌内山地などに区分され、道中央北部の西側にあ

る、全体としては 200km に及ぶ南北に長い山地です。地形的にはなだらかで、山頂には平

坦面が残されています。 

日高山地は、日高山脈とその西側の山地・丘陵から構成され、日高山脈は全体として西

へ張り出した弧状を示し、その中央部に幌尻岳が位置しています。日高山脈は十勝平野に

向かって急崖で臨んでおり、このような山地地形によって、十勝平野に広大な扇状地群が

第四紀に形成されました。 

夕張山地は、東側の芦別山地と西側の美唄山地からなり、芦別山地の主陵である芦別岳、

夕張岳は山地の東側に形成され、山稜が西に緩く傾くことから傾動地塊であると考えられ

ています。 

美唄山地は、砂岩・礫岩層の分布地域におけるケスタ地形や、石灰岩分布域の残丘など

がみとめられます。西縁には、馬追丘陵とよばれる西部丘陵ブロックがあり丘陵の西縁部

には活断層・傾動が知られています。 

石狩勇払低地は、石狩川・雨竜川・空知川・夕張川などの沖積平野および千歳川・豊平

川などの扇状地からなる石狩平野と苫小牧市を中心とする勇払平野とから構成される地

帯です。 

増毛山地は暑寒別火山群と樺戸三山を含む山地で、暑寒別火山群は、侵食の進んだ第三

紀末の火山からなっています。また、当別川ぞいには活断層が知られており、山地の東縁

には浦臼断層などの活断層群が東へ弧状をなしています。 

 

③ 西部 

西部地区には、積丹‐札幌西部山地・オロフレ山地・羊蹄火山群・黒松内低地帯・狩場

山地・渡島山地・亀田半島および日本海島列があります。 

 

積丹‐札幌西部山地は、積丹半島から札幌市～千歳市の西部にいたる山地で、赤井川盆
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地を境に積丹半島と札幌西部山地にわけられます。これらは多くの場所で「平坦溶岩」状

の地形をなし、新第三紀末～第四紀に噴出した陸上溶岩から構成されています。東南端に

は、支笏カルデラとともに恵庭樽前火山群が位置しています。 

オロフレ山地は、新第三紀末～第四紀に噴出した陸上溶岩から構成され、山頂の高度は

やや定向性を示し、南東部には倶多楽火山・登別火山が位置しています。 

羊蹄火山群は、羊蹄山を中心とし火山活動はニセコ山地の西から東に向かい新しくなる

傾向があります。 

黒松内低地帯は寿都平野から函館平野に抜ける低地帯で、南北方向の活断層や傾動面が

多く、活構造帯として位置づけられています。 

狩場山地は、1000～1300m 級の山地群を含んだ地域で、東には 1000m 級の山稜が続き、

黒松内低地帯に面しています。渡島山地は黒松内低地帯の西側に面する、大部分が 1000m

以下の山地です。 

亀田半島は横津岳と毛無山をつなぐ西南西―東南東方向の山稜をもち、北西端には駒ヶ

岳・南東端には恵山などの火山が分布しています。 

北海道本島に所属する日本海の島には利尻島・礼文島・天売島・焼尻島・奥尻島・渡島

大島・渡島小島があります。 

 

 

北海道の地形について 

日本は国土の 7割が山岳地帯であり、欧米主要国に比べ急峻な地形が多く林業もそのよ

うな地域で盛んに行われています。しかしながら、北海道は斜面傾斜分布図および表 3-12

が示す通り傾斜が 0°～30°程度の緩・中傾斜地が森林地帯の８割を占めており、他の地

域とは異なる地形特性を有しています。特に森林地帯における緩傾斜地分布比率は、表

3-11 からわかるように全国の４番目であり、該当する面積の大きさでは１番広く、２番

目に広い岩手県の 6 倍程度の面積を有しています。表 3-13、表 3-14 が示すように森林地

帯における急傾斜地分布比率及び急峻地分布比率の都道府県別順位は44番、41番であり、

最も３０°以上の森林面積比率が低く、急峻な地形が全国と比べかなり少ないことがわか

ります。北海道森林管理局は図 3-8 に示すように、全国の森林管理局の中でも最も緩傾斜

地の比率が高くなっています。そのため地形傾斜・作業システムに対応する路網整備水準

の目安として 0～15°程度の緩傾斜地を広く有している北海道は、車両系を主体とする作

業システムが可能なことから、この特性を生かしドイツやオーストリアのような高密度な

路網整備を行うことで欧米主要国と同程度の生産費とすることが可能であると考えられ

ます。 
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表　-3
順位 傾斜角 木材生産額

都道府県名 千万円

1 徳島県 15.30% 50,994ha 225
2 高知県 15.30% 89,562ha 459
3 愛媛県 14.90% 65,302ha 494
4 福井県 14.60% 47,015ha 117
5 和歌山県 13.80% 51,752ha 189
6 京都府 13.40% 46,517ha 185
7 岐阜県 13.40% 115,804ha 518
8 兵庫県 13.10% 75,785ha 163
9 鳥取県 12.50% 32,194ha 199
10 宮崎県 12.50% 72,188ha 1,807
11 長野県 12.40% 129,675ha 379
12 山梨県 12.40% 40,529ha 131
13 三重県 12.20% 49,573ha 390
14 奈良県 12.20% 35,833ha 270
15 新潟県 12.10% 100,967ha 143
16 島根県 12.00% 64,590ha 296
17 山形県 12.00% 78,893ha 270
18 滋賀県 12.00% 24,640ha 44
19 富山県 11.90% 33,139ha 50
20 群馬県 11.80% 50,168ha 200
21 神奈川県 11.50% 11,000ha 43
22 山口県 11.40% 55,730ha 180
23 埼玉県 11.40% 17,704ha 95
24 大阪府 11.20% 6,812ha 8
25 静岡県 11.20% 55,886ha 385
26 岡山県 10.80% 53,814ha 467
27 熊本県 10.80% 47,239ha 1,119
28 大分県 10.60% 45,881ha 886
29 栃木県 10.50% 38,515ha 505
30 香川県 10.40% 10,714ha 2
31 福島県 10.20% 99,510ha 733
32 秋田県 10.10% 84,026ha 877
33 石川県 9.80% 27,961ha 153
34 福岡県 9.80% 23,060ha 163
35 広島県 9.80% 59,312ha 226
36 東京都 9.70% 8,173ha 37
37 愛知県 9.50% 21,113ha 177
38 長崎県 9.40% 23,660ha 56
39 岩手県 9.10% 106,029ha 1,294
40 鹿児島県 8.90% 53,906ha 630
41 佐賀県 8.50% 9,620ha 103
42 宮城県 7.70% 33,530ha 352
43 青森県 7.40% 47,251ha 609
44 北海道 7.30% 390,828ha 3,152
45 茨城県 7.00% 14,417ha 421
46 千葉県 5.90% 8,903ha 62
47 沖縄県 5.60% 5,965ha 2

全国平均 10.50% 2,615,680ha 19,455

急傾斜地区分に該当する傾斜分布比率の順位

60-70%
31-35°

表　-4
順位 傾斜角 木材生産額

都道府県名 千万円

1 奈良県 44.8% 131,286ha 270
2 和歌山県 44.3% 166,007ha 189
3 山梨県 43.2% 141,793ha 131
4 高知県 40.3% 234,634ha 459
5 富山県 40.3% 112,413ha 50
6 徳島県 39.8% 132,550ha 225
7 埼玉県 38.9% 60,642ha 95
8 静岡県 36.7% 183,793ha 385
9 東京都 35.9% 30,148ha 37
10 福井県 35.4% 113,488ha 117
11 岐阜県 34.9% 301,730ha 518
12 長野県 34.1% 355,368ha 379
13 神奈川県 33.3% 32,025ha 43
14 愛媛県 31.6% 138,127ha 494
15 三重県 31.4% 127,535ha 390
16 宮崎県 31.3% 180,209ha 1,807
17 新潟県 28.9% 241,082ha 143
18 兵庫県 28.9% 167,554ha 163
19 京都府 28.7% 99,706ha 185
20 滋賀県 28.4% 58,667ha 44
21 群馬県 27.4% 116,191ha 200
22 鳥取県 25.3% 65,470ha 199
23 山形県 25.3% 167,512ha 270
24 栃木県 24.3% 89,239ha 505
25 熊本県 22.5% 98,057ha 1,119
26 島根県 22.4% 120,866ha 296
27 大阪府 21.6% 13,196ha 8
28 石川県 21.4% 61,134ha 153
29 秋田県 20.3% 169,102ha 877
30 大分県 20.3% 87,861ha 886
31 香川県 19.8% 20,259ha 2
32 山口県 19.5% 95,230ha 180
33 福島県 19.0% 185,442ha 733
34 岡山県 18.9% 94,227ha 467
35 愛知県 16.7% 37,520ha 177
36 長崎県 15.8% 39,488ha 56
37 岩手県 15.7% 182,855ha 1,294
38 広島県 15.5% 93,008ha 226
39 福岡県 14.7% 34,664ha 163
40 鹿児島県 13.3% 80,807ha 630
41 北海道 12.8% 681,126ha 3,152
42 宮城県 12.5% 54,055ha 352
43 青森県 11.8% 74,488ha 609
44 茨城県 10.2% 20,880ha 421
45 佐賀県 10.1% 11,453ha 103
46 千葉県 9.1% 13,869ha 62
47 沖縄県 6.8% 7,262ha 2

全国平均 22.8% 5,724,014ha 19,455

急峻地区分に該当する傾斜分布比率の順位

35°以上
70%以上

森林地帯の都道府県別傾斜分布比率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 
注 1：表 3-11 から表 3-14 は高知大学の都道府県別傾斜分布集計ファイルをもとに作成しています。 

注 2：木材生産額については、林野庁「2011 森林・林業統計要覧」林業産出額及び生産林業所得による。

表　-2
順位 傾斜角 木材生産額

都道府県名 千万円

1 沖縄県 87.6% 93,813ha 2
2 千葉県 85.0% 128,904ha 62
3 茨城県 82.8% 169,761ha 421
4 佐賀県 81.4% 92,150ha 103
5 青森県 80.8% 511,410ha 609
6 北海道 79.9% 4,266,929ha 3,152
7 宮城県 79.8% 346,385ha 352
8 鹿児島県 77.8% 471,553ha 630
9 福岡県 75.5% 177,447ha 163
10 岩手県 75.2% 876,514ha 1,294
11 長崎県 74.8% 187,292ha 56
12 広島県 74.7% 448,867ha 226
13 愛知県 73.8% 165,526ha 177
14 福島県 70.8% 690,853ha 733
15 岡山県 70.3% 350,883ha 467
16 香川県 69.8% 71,520ha 2
17 秋田県 69.6% 580,640ha 877
18 大分県 69.1% 299,158ha 886
19 山口県 69.1% 337,122ha 180
20 石川県 68.8% 196,787ha 153
21 大阪府 67.2% 41,047ha 8
22 熊本県 66.7% 290,474ha 1,119
23 島根県 65.6% 353,062ha 296
24 栃木県 65.2% 239,866ha 505
25 山形県 62.7% 414,719ha 270
26 鳥取県 62.2% 160,830ha 199
27 群馬県 60.8% 258,405ha 200
28 滋賀県 59.6% 123,047ha 44
29 新潟県 59.0% 491,677ha 143
30 兵庫県 58.0% 335,486ha 163
31 京都府 57.9% 201,239ha 185
32 三重県 56.4% 228,675ha 390
33 宮崎県 56.2% 323,831ha 1,807
34 神奈川県 55.2% 53,042ha 43
35 東京都 54.4% 45,701ha 37
36 愛媛県 53.5% 233,891ha 494
37 長野県 53.5% 557,410ha 379
38 静岡県 52.1% 261,034ha 385
39 岐阜県 51.7% 447,595ha 518
40 福井県 50.0% 160,396ha 117
41 埼玉県 49.7% 77,503ha 95
42 富山県 47.8% 133,117ha 50
43 徳島県 44.9% 149,538ha 225
44 山梨県 44.4% 145,764ha 131
45 高知県 44.4% 258,528ha 459
46 奈良県 43.0% 125,845ha 270
47 和歌山県 41.9% 157,348ha 189

全国平均 66.7% 16,732,584ha 19,455

0～31°

緩・中傾斜地区分に該当する傾斜分布比率の順位

0～60%

表　-1
順位 傾斜角 木材生産額

都道府県名 千万円

1 千葉県 55.50% 84,193ha 62
2 沖縄県 50.20% 53,730ha 2
3 茨城県 48.10% 98,664ha 421
4 北海道 43.10% 2,300,713ha 3,152
5 青森県 42.70% 270,282ha 609
6 宮城県 40.10% 174,134ha 352
7 鹿児島県 35.10% 212,836ha 630
8 岩手県 33.90% 395,499ha 1,294
9 佐賀県 33.10% 37,449ha 103
10 栃木県 32.70% 120,130ha 505
11 石川県 31.90% 91,108ha 153
12 秋田県 31.30% 260,784ha 877
13 愛知県 31.20% 70,007ha 177
14 福島県 30.00% 292,468ha 733
15 長崎県 30.00% 75,035ha 56
16 広島県 29.60% 178,214ha 226
17 福岡県 29.20% 68,727ha 163
18 大阪府 28.20% 17,211ha 8
19 岡山県 26.80% 133,952ha 467
20 東京都 26.60% 22,386ha 37
21 大分県 26.60% 115,027ha 886
22 香川県 25.80% 26,440ha 2
23 熊本県 25.60% 111,368ha 1,119
24 滋賀県 25.20% 52,030ha 44
25 山口県 25.20% 123,064ha 180
26 山形県 24.30% 160,444ha 270
27 群馬県 23.40% 99,230ha 200
28 新潟県 23.10% 192,458ha 143
29 神奈川県 22.90% 21,972ha 43
30 島根県 22.60% 121,668ha 296
31 鳥取県 22.60% 58,403ha 199
32 三重県 22.50% 91,116ha 390
33 兵庫県 21.20% 122,649ha 163
34 静岡県 20.50% 102,646ha 385
35 埼玉県 20.00% 31,132ha 95
36 京都府 19.30% 67,125ha 185
37 長野県 19.10% 199,076ha 379
38 宮崎県 18.40% 105,784ha 1,807
39 岐阜県 17.30% 149,680ha 518
40 富山県 16.40% 45,724ha 50
41 山梨県 15.60% 51,194ha 131
42 福井県 14.80% 47,371ha 117
43 奈良県 13.70% 40,265ha 270
44 愛媛県 12.10% 52,882ha 494
45 和歌山県 11.90% 44,540ha 189
46 高知県 10.00% 58,312ha 459
47 徳島県 9.10% 30,226ha 225

全国平均 29.00% 7,279,350ha 19,455

緩傾斜地区分に該当する傾斜分布比率の順位

0-30%
0-16.7°

表 3-11 表 3-12 

表 3-13 表 3-14 
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局 別 傾 斜 分 布 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】全国森林管理局別区分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0～11.3°  11.3～16.7°     16.7～21.8°  21.8～26.6°    26.6～31.0°  31.0～35.0°    35.0°以上 

図 3-8

図 3-9
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北海道地域別傾斜分布 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】北海道地域区分  
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図 3-11

図 3-10
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北海道の地質概要 

北海道は、地質学的に東部・中央部・西部に区分されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 東部 

根室～釧路の段丘地形は非火山性の外弧、知床‐阿寒火山列は火山弧で、後方の背弧は

火砕流台地を特徴とします。根釧台地および背弧側には新第三紀末の堆積盆地が分布し、

火砕流台地・沖積地が広がっています。東部区域は、根室半島にみられる白亜紀火山弧の

岩石の一部が最も古い地質系統で、釧路の西から北へ屈曲し白糠丘陵へと連なっています。

釧路沿岸の古第三系は、白亜紀層から堆積し、新第三紀の地質系統が形成され、千島弧の

外弧と白糠丘陵を構成しています。千島弧の内弧は、知床半島から西へ向かい新第三紀以

降の火山群が斜めに並んで配列し、西方では北海道中央部を横切るように形成された大雪

火山列などがあります。この火山弧は、隆起した新第三紀の海成層の上に第四紀の火山が

分布しています。内弧と外弧のあいだは弧間堆積盆地で、鮮新世～第四紀更新世の浅海成

～陸成堆積物が厚く分布しています。地表には阿寒、屈斜路カルデラに由来しオホーツク

海岸側へも広がっている火砕流が台地をつくっています。 

 

図 3-12 
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② 中央部 

中央部地区は、広く地質構造が複雑です。空知層群上部～蝦夷累層群は、ジュラ紀～白

亜紀初頭の海山などを含む海洋地殻・付加帯(空知層群)の上に、前弧海盆堆積物が形成さ

れました。日高累層群は、白亜紀の期間に引き続いた西方の沈みこみにより形成された付

加帯とみなされています。常呂帯はサロマ湖南方に分布し、中生代の海山を含む付加体と

変成帯とが知られています。神居古潭帯は神居古潭峡谷を中心に，宗谷岬東方から浦河付

近までの約 350km にわたり蛇紋岩と高圧変成岩類の組み合わせを特徴とし世界的に知ら

れています。十勝平野には、新第三紀～第四紀堆積盆があり、太平洋の大陸斜面の十勝沖

堆積盆に連なっています。十勝構造盆地は、鮮新世末～第四紀前半に形成された内陸の堆

積盆で、豊頃丘陵などの上昇帯の前縁に位置しています。日高山脈は、西側の海洋地殻の

上に白亜紀の複合地質体を含む島弧性地殻が東から衝上し地殻下部が変成しています。山

頂付近ではこの日高変成帯が露出しています。石狩山地の北方では、この衝上構造と変成

岩はみられません。日高山脈・十勝平野の北方では、日高累層群を新第三紀の火山岩類な

どが覆っています。中央凹地は空知―エゾ帯・日高帯のあいだに分布し新第三系の向斜帯

を第四紀層が埋積しており、この南は日高山脈の西縁部を南北に走る白亜系の向斜帯に連

なっています。上支湧別火成活動帯などとよばれる地域は、鴻の舞金山を含む金属鉱床地

帯となっています。石狩低地帯と神居古潭帯のあいだには、ジュラ紀の海洋地殻の空知層

群下部、白亜紀の前弧海盆堆積物、古第三紀の夾炭層、粗粒堆積物を含む新第三系などが

分布しています。石狩低地帯の地下では層厚数千ｍの白亜紀～第四紀の堆積物が確認され

ています。 

  

③ 西部 

西部地区は、中生代の複合地質体と白亜紀花崗岩から構成される基盤が、松前半島・亀

田半島・大平山付近などに分布しています。中・古生界は、石炭紀～三畳紀の海山・海洋

島起源の地質体と、ジュラ紀の陸源性堆積体とから構成された複合地質体となっています。

これらを覆って、古第三紀末期～第四紀の火山岩類を含む堆積岩が広く分布しています。

中期中新世～鮮新世前半に安山岩質のハイアロクラスタイトからなる海底火山噴出物に

よる安山岩の活動が陸上でおこなわれ、オロフレ山地・札幌西部山地などの平坦な溶岩台

地を形成しました。新第三系～第四系のなかで砂岩泥岩などが卓越する地層は、おもに黒

松内低地帯の西側に広く分布しており、八雲層・黒松内層・瀬棚層などとよばれています。

黒松内低地帯は瀬棚層などの第四系が分布しています。北海道西部には,豊羽鉱山・千歳

鉱山・大江鉱山など、大小の金属鉱床が多数知られています。 
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地すべり地と地質の関係 

地すべり現象の原因は、一般に地質や地形からなる素因と、自然現象と人工的土地改変

からなる誘因に区分されます。 

素因となる地質や地形によるものは、断層破砕帯・緩傾斜の第三紀層・変質粘土・軟弱

な堆積岩の上に溶岩体ののるキャップロック構造などがあり、これらの素因により第三紀

層地すべり・破砕帯地すべり・温泉地すべり・堆積性地すべり・火山性地すべり・構造性

地すべりなどの現象が起こります。誘因となる自然現象としては、集中豪雨・融雪・地震・

海岸侵食・河川侵食などです。 

地すべりは山地における侵食作用の一つで、山地の上昇・形成などと深くかかわった自

然現象です。地すべり分布図などの地すべり地形の多くは、数万年～数千年前に形成され

た古いもので河岸段丘、平坦あるいは丘陵の地形をなし、本州では水田に、北海道では造

林地、道路、農地などにも利用されてきました。これらの地すべり地形の多くは、「過去

に滑動した地すべり」であり、すべてが住民や国土に被害をもたらすわけではありません

が、地すべりによって形成されたため軟弱で、全体が不安定で、地すべり滑動が完全に停

止していないか、再滑動することもあり得るため、路網整備にあたっては十分な注意が必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-13 北海道の地すべり分布図  

｢北海道の地すべり地形データベース｣（北海道大学図書刊行会、1997 年出版）より作成 

30   15   0       30km 

凡例 

地すべり地形
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脆弱と想定される地質 

一般的に脆弱と想定される地質は、砂や泥、砂と粘土、礫・砂・粘土の互層などの未固

結堆積物や未固結の火山砕屑岩、マサ土とも呼ばれる花崗岩の強風化部分、シラスなど火

砕流堆積物、片理の発達した変成岩類、温泉などによる基盤岩層の変質部分、鉱物組成や

化学組成がやや特殊な岩石である蛇紋岩（とくに粘土化・葉片状蛇紋岩）などがあり、路

網開設には注意が必要です。また、断層・破砕帯・崖錐・摺曲構造などの地質構造が、災

害の発生箇所の分布に影響する場合が多いとされています。 

北海道は広く、地質は多種多様で構造も複雑な地域が多いため、地質区分図等の既存資

料だけで判断するのではなく、周辺既設法面等の崩壊状況や露岩状況等を確認し危険度を

推定する必要があります。 

 

表 3-15 道内に分布する主な地質の特徴 

地質区分 岩種別 特徴 

白亜紀～第三紀堆積岩地帯 堆積岩 ①泥岩(頁岩)分布地域、②砂岩泥岩互層・硬質頁岩層分布地域、③

夾炭層と堆積岩のキャップロック構造の分布地域からなる堆積岩

地帯である。 

①泥岩（頁岩）分布地域  泥岩は乾燥によりスレーキングし易く軟質である。細粒の凝灰岩を

しばしば挟む。泥岩地域の地すべりは、比較的小～中規模な場合が

多い。 

②砂岩泥岩互層・硬質頁岩分

布地域 

 泥岩地域よりも地すべり分布の頻度は小さいが、層理面やスメクタ

イト化した凝灰岩薄層や緩傾斜の流れ盤斜面で、層理面に沿った比

較的規模の大きな岩盤層すべりが発生している。 

③夾炭層と堆積岩のキャップ

ロック構造の分布地域 

 堆積岩のキャップロック構造は軟質な泥岩層の上を厚く堅硬な砂

岩や礫岩がおおう二階建て構造のことで、軟質な下位層の変形に応

じた硬質な上位層のブロックの分離が特徴的である。 

第三紀～第四紀火山岩および

新第三紀火砕岩地帯 

火山岩 

火砕岩 

①新第三紀の泥質岩や変質した火山砕屑岩を、新第三紀～第四紀の

台地状溶岩・溶結凝灰岩・火砕岩がおおうキャップロック構造の地

域、②鮮新世末から第四紀にかけての溶結凝灰岩地域、③第四紀の

活動的火山からなる。 

①新第三紀の泥質岩や変質し

た火山砕屑岩を、新第三紀～

第四紀の台地状溶岩・溶結凝

灰岩・火砕岩がおおうキャッ

プロック構造の地域 

 新第三紀～第四紀の溶岩・溶結凝灰岩を含む火砕岩が、変質した火

山砕屑岩や泥岩をおおう典型的なキャップロック構造で、大規模な

地すべり地形が多い。 

②鮮新世末から第四紀にかけ

ての溶結凝灰岩地域 

 大雪山周辺などの熔結凝灰岩地域では、冷却節理が良く発達して、

侵食によって断崖となっている。これらの地域では、すべりや崩落

が起きている。 

③第四紀の活動的火山  第四紀の活動的火山には、多くの火山性の巨大崩壊地形があり、山

麓部には流れ山地形で特徴づけられる岩屑なだれの堆積物が見ら

れる。また、活動時には土石流の発生が知られており、このような

火山の周辺には、不安定土砂として降下火砕堆積物が厚く堆積して

いる。 

蛇紋岩―緑色岩地帯 超塩基性岩

結晶片岩

緑色岩類

空知一エゾ帯や日高帯の西縁部(イドンナップ帯)には、超塩基性岩

や、結晶片岩、緑色岩類の分布域がある。超塩基性岩は、いわゆる

蛇紋岩化作用の程度によってその斜面変動のタイプは変化する。 

空知一エゾ帯東部の緑色岩、

イドンナップ帯の白亜紀付加

体など 

 急峻な地形条件や豪雨とも関連し、大規模な山腹崩壊のような高速

のすべりが発生することがある。 

鵡川岩体、鷹泊・犬士別岩体

など 

 比較的原岩の組織の残っているかんらん岩や、塊状蛇紋岩で、風化

の進んだ花崗岩の斜面変動に類似した、大規模な崩壊が見られる。

知駒岳岩体、幌加内西方など  葉片状蛇紋岩や低変成度の結晶片岩の分布地域では、大規模な岩盤

クリープや単独・多重のスランプ、並進すべりが見られる。 
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北海道の森林土壌 

北海道の森林土壌は、大半が褐色森林土であり、次いで未熟土、侵食土で、黒色土は少

なく、ポドゾルやグライは非常に少ない分布特徴となっています。褐色森林土の分布の割

合がもっとも多いのは、道北地方で、次いで道東、道央、道南となっており、また東部で

は適潤性型や湿性型が多いのに対し、道北・道央では弱乾性型が多くなっています。ポド

ゾルは、大半が道北と道南に、黒色土は道東および道南西だけに分布しており、大部分が

道東に分布しています。グライは全体で最も少なく、道北と道東に存在していますが、大

部分が根釧原野を中心とした道東に分布しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本森林立地図（土壌図）森林立地懇話会 1972 から抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14
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（ 2 ）地形傾斜の把握 

傾斜区分図の作成 

傾斜区分 

北海道の地形を生かし林業専用道の路網密度を上げ、その比率を高くすることで、搬出

速度が上がり運材コストの削減が可能となります。そのためには、適切な作業システムの

導入と路網配置が必要ですが、これらは地形の傾斜と密接な関係にあり、対象地の地形傾

斜を把握することは重要な作業です。地形の傾斜を調査するために傾斜区分図などが利用

されます。傾斜区分図は、地形図上の等高線の間隔と水平距離から換算するメッシュ法や、

GIS(地理情報システム:Geographic Information System)を利用し、国土地理院の基盤地

図情報や、デジタルマップなどから作成します。これらを利用することで、地形上通過す

るのが困難な箇所や、森林作業道や土場等の設置が可能な箇所等の概略の路網配置が可能

となります。 

 

図 3-15  【傾斜分布図の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土地理院公開 10m メッシュ標高データからの地形解析 高知大学が作成した各地の直角座標系での斜面

傾斜分布画像を利用したものです。 
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（ 3 ）主要なコントロールポイントの把握 

路網配置を行うためには、路線を作設するうえで回避すべき箇所や、既設道路（森林作

業道、架橋地点、国道・道道との取付道路）、既設土場跡等の利用可能な主要なコントロ

ールポイントを把握する必要があります。回避すべき場所としては、災害が起きる要因と

なるような地形、地質・土質、地域の社会的条件などがあります。 

 

回避すべき場所 

林業専用道をベースとした北海道型の路網整備を行うことから、林業専用道を基本に回

避すべき場所を抽出します。 

 

表 3-16  回避すべき場所                                    No.1 

区 分 場 所 内          容 

急斜面 急傾斜地（30°～35°）、急峻地（35°以上）。林業専用道は平均傾斜 25°

から 30°程度以下の斜面に作設することとなっている。 

崩壊地 崩壊地（斜面崩壊やがけ崩れ）内および隣接する箇所は、路体の保護や

維持管理が難しい。 

崖錐 切り立った急な山腹の下に、30°程度の傾斜で、上から落ちてきた岩の

風化物などの堆積した場所で不安定な斜面で、スギ等も植栽木の育ちが

良好なところは崖錐地形が多い。 

地すべり地 土地の一部が地下水等に起因してすべる現象又はこれに伴って移動する

現象で、不安定な場所。 

断層・破砕帯 断層は地層や岩石の割れ目にそって、両側の地層や岩石がずれている部

分で、断層により破壊された物質が一定の幅で、一定の方向に延びてい

る場合、その部分を破砕帯といい侵食を受けやすい場所。尾根の鞍部は

断層が多く、地表面には亀裂があったりするので注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 形 

 

 

 

地層の傾斜（流れ盤） 地層の傾斜が切り取った方向に向いているものを「流れ盤」といい、地

層の傾斜に沿って崩落等が生じやすく、一旦崩落等がはじまると、再安

定化には多大な経費を要する。道路の開設には受け盤となる斜面が適し

ている。 

【断層】 
（縦ずれ）

【断層】 
（横ずれ） 

【崖錐】 

【地すべり】 

【受け盤】 【流れ盤】
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表 3-16  回避すべき場所                                    No.2 

区 分 場 所 内          容 

扇状地・沖積錐 扇状地は沢が急に広い平地に出た場合に、沢が運んだ土砂が扇状に堆積

した場所で、やや傾斜が急な扇状地を沖積錐といい、地盤の支持力不足

や集中豪雨時に土砂災害などの発生する恐れがある。 

谷頭 谷頭は谷の最上流部で、多くは急傾斜地となっており縦侵食や渓岸侵食

が発達している。 

湧水 切土法面等の表面土壌層の侵食が、起こりやすい場所です。蛇紋岩のよ

うに水を含むと極端に脆弱となる場所はとくに注意が必要である。 

岩盤・転石 短い区間であれば開設可能ですが、流れ盤のように崩壊の危険や、維持

管理のため法面保護を行う必要があるため注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

地 形 

 

湿地 多量の水を含んだ泥や柔らかい粘土等の軟弱地盤。 

白亜紀～古第三紀泥

岩層、夾炭層、砂泥互

層の分布地帯 

北海道中央部天北―羽幌―日高地域と東部の白糠丘陵～釧路海岸等に分

布しています。これらの岩盤層が地すべりの原因となる場合がある。 

堆積岩の上に第三紀

～第四紀陸上溶岩・溶

結凝灰岩がのる場所 

北海道中央部の大雪山等の火山岩地帯。複雑な地質体なため地すべり等

の災害の多い地域である。 

新第三紀火砕岩の分

布地帯（グリーンタフ

地域） 

北海道西部の渡島半島や北海道中央部の北見地域等。地中のグリーンタ

フは、地すべりのすべり面となり土砂災害の原因となる。 

 

 

 

 

 

地 質 

 

蛇紋岩―緑色岩分布

地域 

北海道中央部の空知―エゾ帯（一部日高帯）。非常に脆弱で膨張性があリ、

地すべり等の災害の要因になる場合がある。 

民家 人家や畑等が隣接する場所 

公共施設 公道、鉄道、トンネル等のある場所や取水施設等が直下にある水道水源

水域 

 

 

社会的 

条 件 

文化遺跡 埋蔵文化財包蔵地等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【扇状地】 

建設技術者のための地形図読図入門 第 1 巻より

35



利用を検討する場所 

現在の森林の現況や既存の道路や集材路跡などを、森林基本図や空中写真から抽出しま

す。 

表 3-17  利用を検討する場所  

区 分 場 所 内          容 

林道 既設の林道。 

森林作業道 既設森林作業道。 

集材路跡 過去の施業に利用した集材路等が残っている場所。 

取付道路 国道、道道、市道との既設取付道路がある場所。 

架橋地点 既設橋梁等の架橋地点。 

 

 

 

 

 

現況 

 

 

 

 

 

 

 

土場跡 過去に利用した土場や車廻し等の広場跡。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36



STEP-3 路網の検討 

 

既存の路網配置状況や路網密度を把握し、路網整備水準との比較を行った後、傾斜分布

や、抽出されたコントロールポイント等を考慮して概略の路網配置を行います。 

 

（ 1 ） 既存路網と密度の把握 

既存路網の把握 

対象区域内について、森林位置図、施業実施計画図、基本図、空中写真および森林調査

簿等から既存の林道、森林作業道の位置と延長を把握します。その後、現地踏査によって

図面に反映されていない集材路などを調べ概略路網配置図に反映します。 

 

既存路網密度の把握 

既存の路網の把握により、対象区域内について現在の路網密度を計算します。 
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（ 2 ） 概略路網配置計画の検証 

既存路網密度と整備水準との比較 

現在の路網密度と、前掲表 2-1(p5)の作業システムの例との比較検討を行います。まず、

対象区域の傾斜区分図から平均傾斜を表 2-1(p5)の傾斜区分に該当させます。次に、既存

全路線の路網密度、基幹路網と細部路網をそれぞれ対比させ、現状の路網の課題を抽出し

ます。 

 

概略路網配置線形の検討 

北海道型の作業システムを行うには、車両系での作業システムを主体とする必要があり

ます。前掲表 2-1(p5)の作業システムの例では基幹路網の路網密度は緩傾斜地（0～15°）

で 35～50ｍ/ｈa、中傾斜地（15～30°）で 25～40ｍ/ｈaとなっています。北海道型の作

業システムでは、北海道の地形特性を活かし林業専用道の路網密度を上げ、集材距離の延

長を短くすることで、搬出速度と搬出コストの削減を行うことから、可能な限りの線形を

描きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概略路網配置線形の検討① 

基幹路網の概略配置路網密度 

地形傾斜区分 

主要な傾斜分布が 0～30°程度か

再掲 表 2－1 
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また、前掲表 2-2(p5)の作業システムの例では基幹路網からの最大到達距離は、緩傾斜

地（0～15°）で 150～200ｍ、中傾斜地（15～30°）で 200～300ｍとなっています。北海

道型作業システムでは、フォワーダにより搬出する集材距離を短くする必要があることか

ら、森林経営の基盤となる林業専用道からの最大到達距離が 200ｍ程度（最長でも 500m

以内が上限）となるよう路網配置を行います。なお、この段階で細部路網の配置までは行

いませんが、検討にあたっては細部路網を考慮したうえで林業専用道の配置を検討する必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概略路網配置線形の検討② 

基幹路網からの最大到達距離

200ｍ程度（最大 500ｍ以下）

再掲 表 2－2

39



STEP-4 路網配置 

概略配置した路線図を基に現地踏査を行い、基幹路網の配置について検討を行います。

主な流れは、図 3-16 に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施業団地の決定 

 

 

 

 

事前調査 

 

１.基本事項の確認 

２.既存資料等による調査 

３.自然環境・社会環境等の確認 

４.地形傾斜区分の把握 

５.コントロールポイントの抽出 

① 回 避 す べ き 場 所 

② 利用を検討する場所 

６.既存路網密度の把握 

７.概略の路網配置図の作成 

 

 

 

 

現地踏査 

 

１.既設基幹路網および細部路網等の確認 

２.コントロールポイントの確認及び追加 

３.概略ルート位置の現地確認および変更 

４.ルート設定（ＧＰＳ・ハンドレベル） 

 

 

 

 

路網配置図の作成 

 

１.現地踏査を踏まえた路網配置図の作成 

２.路網密度の検証 

３.配置したルートに対する検討 

 

 

 

 

検討の必要箇所がある場合 

 

 

 

基幹路網の路線決定 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

図 3-16
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（ 1 ）基幹路網配置の決定 

現地踏査と路網配置の検討 

現地踏査は、概略路網配置図を基に必要ポイントを現地に測設し、コントロールポイン

ト等を確認しながら、現地における適合性を検討するとともに、主要構造物の設置箇所と

必要性の有無などについて調査を行います。この時、通過箇所の微地形や地質、林相、動

植物の概況を確認します。また、図面上では確認できなかった過去の施業に利用した集材

路や土場の跡等も確認します。もし概略ルートが危険個所を通過したり、目的地に到達で

きなかったりした場合は、経済性も考慮しながら、再度概略の路網配置に戻ります。北海

道型作業システムは林業専用道をベースとすることから、土構造を原則とし、やむを得ず

設ける場合には簡易な構造物を主体とする必要があります。そのため路体構築の難易度や

維持管理費を大きく左右する地形条件の把握が大変重要であり、現地踏査と路網配置の検

討を繰り返し行い、最終位置を決定します。 

概略路網と現地踏査でのルート位置の比較検討の主な要点は表 3-18 のとおりです。 

 

表 3-18 概略路網と現地踏査でのルート位置の比較検討の主な要点 

区 分 項     目 比較検討の要点 

基幹路網の起点、終点、分岐点の位置 アクセス道との連絡、終点部の可否、

分岐点や取付道路の検討（市場方向へ

の配慮） 

延長 施業範囲が重複する無駄な区間の検討

縦断勾配 急勾配の連続性 

横断傾斜 急傾斜地及びタナ地形の確認 

構造物等の設置位置 沢渡り箇所の確認及び、構造物設置の

検討 

 

 

 

 

線形 

既設集材路等の利用可能箇所 既設集材路の利用可能位置の確認 

山地保全 回避すべき危険箇所の確認と検討 
保全 

自然環境保全 動植物 

施業 森林作業道の取付可能な位置 森林へのアクセス可能な箇所の通過 

経済性 工事費 路体断面と必要構造物の種類と規模 
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細部路網とゾーニングについて 

北海道型作業システムでは、林業専用道を高密度に配置して、フォワーダによる森林作

業道の運搬距離をできるだけ短縮するため、フォワーダにより搬出する集材距離（森林作

業道）を 200ｍ程度（最長でも 500m 以内を上限とする）と想定し、地形等に応じた路網

を計画しています。 

細部路網の配置は、基幹路網である林業専用道が完成した後に実施した方が効率的・効

果的な整備が行えると思われます。そのため最初から細かい配置計画を行うのではなく、

林業専用道を計画する段階で、地形・地質的な条件、施業の効率性と集材方法、土場有効

性などを考慮し、トライアル的に以下の 3 つの集材方法によりゾーニングを行います。 

① 林業専用道への直接木寄せによる集材が可能な範囲 

② 森林作業道を設置してのフォワーダ集材範囲 

③ ハーベスタによるストリップロード（※路網ではないが、緩傾斜地を林内走行型の作業システムで機

械が動き回る部分。）を用いたフォワーダ集材範囲 

これら 3 つの範囲に区分した後、これを図面化し基幹路網作設後に計画する細部路網配

置計画の参考資料として活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注： ①の範囲には、部分的に森林作業道設置やストリップロードを用い、フォワーダ集材を行う場所が

含まれる。 

②は地形条件等により林業専用道の配置が困難な場所や、既設の森林作業道等をそのまま利用する

ことが効果的な範囲。 

③は路網ではないが緩傾斜地を林内走行型の作業システムで、機械が動き回る部分を用いたフォワ

ーダ集材範囲。 

図 3-17  【ゾーニング図の例】 
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（ 2 ）路網配置を行う場合の留意点 

 市場方向への配慮を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起点と終点のどちらが市場に近いかを把握し、搬出時間が出来る限り短

くなるよう既設道路等との取付位置や方向を決定します。 

 

 枝線を循環路線へ変更する検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害等に備え必要があれば枝線同士を結合し、循環路線となるよう路線

配置を再検討します。 

B路線の当初終点位置 

H路線の当初終点位置 

現地踏査により検討を行い
B路線と H路線を接続した 

当初の取付位置 

変更後の取付位置
(両方向に向かうことが出来る) 

市場方向により取付位置を修正した例 

枝線を繋ぎ循環路線に修正した例 

変更前（破線）

変更後(実線)
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 施業範囲が重複する区間を減らす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地形によりやむを得ない場合もありますが、基幹路網となる林業専用道

から２００ｍの集材範囲が、出来るだけ重ならないような配置を行います。

尾根を廻しこむ場合は出来るだけ外側に膨らませ、集材範囲の重複箇所を

抑えるようにします。 

 

 縦断勾配は出来る限り 7％以下に抑える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦断勾配は出来る限り 7％以下に抑えることで、路面水等による浸食を

抑えることができます。 

変更前（破線） 

変更後(実線)

集材範囲が重複する
緑破線部分を削除 

削除した重複部をカバー
するため尾根側に移動し
て接続 

手前から若干急な縦断勾配
を利用して尾根に上げる 

急な縦断勾配により路面
水が路盤を侵食した箇所 

路面水が路面を侵食した例 

重複する区間の修正をした例 

変更前（破線）

変更後(実線)
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 部分的に 3％程度の縦断勾配を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部分的に 3％程度の縦断勾配を設けることで、波形線形となり路面水等

の流速を抑え浸透及び川側に分散することが出来ます。また、路面排水工

等の設置数を減らすこともできます。（土質には注意が必要） 

 

 必要であれば 9％以上の急勾配を利用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尾根越しや、急傾斜地等の回避すべき箇所がある場合は、現地踏査で十

分な検討を行い、必要であれば 9％以上の急勾配を出来るだけ短い区間に

おいて利用することで、安定した地形箇所を通過し危険な箇所を回避しま

す。（路面水等の処理に配慮が必要） 

部分的に３％程度の緩い勾
配を利用し水を分散させる 

急傾斜地 

尾根越しの位置 

急傾斜地を避けた後、尾根越しの
位置まで上がらなければならな
いため、部分的に 9％以上の勾配
を利用する。 

急傾斜地を避け急勾配を利用して尾根越した例 

緩い勾配を利用し水を分散させる 
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 残土について。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業専用道は土構造を原則とすることから、土工量が開設コスト

に大きく影響します。切土量が少なくなるような路線の選定を行う

ことにより、盛土と残土の発生量を抑えることができますが、想定

より施工時に出てくる残土量が少ない場合があります。このため、

初めから残土を 0㎥にするのではなく、1ｋｍ当たり 300～800 ㎥（地

形・地質・植生・既設作業道の利用等の条件により異なる）程度の

残土を残すようにする必要があります。残土については、小規模分

散型の林業作業用施設等として計画し、施工時の増減により規模の

調整を行います。 

 

 地形傾斜が 30°以上ある区間を通過する場合の法面について。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

切土法面長は出来るだけ短く（3ｍ程度以下に抑える）なるよう路

線位置を設定します。 

なお、部分的に 30°以上の急傾斜地等を通過する必要がある場合、

地形・地質条件を考慮し法長とその延長を極力抑えて（20ｍ程度）

通過するとともに、簡易なふとんかご等の構造物による土留や、必

要であればその他の構造物や法面保護工等の検討を行います。 

法面の例（地形傾斜 34°） 法面の例（地形傾斜 38°） 

切土法長を 4ｍ程度として

通過する。 

盛土法尻を、ふとんかごで

土留めして通過する。 

法長の長い区間を設けて

通過する。切高が 5ｍを

超える場合は、地形・土

質条件等により法勾配を

検討する。 

施業の関係から急傾斜地

の奥に道路が必要な場合

は、構造物で土留を行い通

過する検討も必要となる。 

 法長が長い場合は、土

質条件等により法面保

護工の検討を行う。 

残土については、小規模分散型の
林業作業用施設等として、路線に
腹付を行う。 
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 急傾斜地の把握。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地踏査を行った場合、地形図等と現地の地形に誤差が生じる場合があり

ます。このため現地踏査により図面上に表れない急傾斜地を把握し、予定路

線位置を修正します。 

 

 緩傾斜地やタナ地形の把握。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横断傾斜は、切土や盛土の法長及び土工量に大きく影響します。また、森

林へのアクセス箇所となる分岐位置は市場方向への配慮も必要となることか

ら、図面上に表れないタナ地形や緩傾斜地を、現地踏査により出来るだけ多

く把握し、これを利用できるように予定路線位置を修正します。 

急傾斜地

予定路線位置 

現地踏査により修正した路線

変更後(実線)

変更前（破線） 

尾根 
傾斜変換点（線） 

タナ地形

タナ地形

タナ地形 

タナ地形は傾斜変換線のように明瞭ではなく、緩やかな地形
がベルト状にできた場所で、これらの微地形の変化は、トラ
バース測量等で作成した地形図上では現れないことが多い
ため、現地踏査による確認が重要となる。 

 地形図には表れない、現地踏査
により把握した急傾斜地 

急傾斜地により路線位置を修正した例 

タナ地形と傾斜変換線 
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 湿地や土質が脆弱な箇所の把握。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路網整備後に路体を維持するためには、路体決壊や法面崩壊等の要因とな

る箇所をできる限り回避する必要があります。湿地や一部の土質が脆弱な箇

所等は既存の図面では把握が困難なため、現地踏査によりこれらの位置を把

握し、予定路線位置の修正を行います。 

 

 

 

 

 

湿 地 

予定路線位置

変更前（破線）

現地踏査により修正した路線

変更後(実線) 

 
現地踏査により把握された湿地箇所 

湿地（脆弱な地質）により路線位置を修正した例 
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 沢渡り箇所の把握と構造物設置の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  沢渡り箇所は、切土や盛土の法長及び土工量、構造物等の設置による開

設コストが最も大きくなることから、集材範囲に考慮しながら集水面積が

小さくなる上流側で尾根に近い傾斜の緩い箇所に、路線位置を変更できな

いか検討します。 

②  沢の合流点が近い箇所を通過しなければならない場合は、逆に集水面積

は大きくなりますが、沢の合流点下流を通過することで、排水施設を１箇

所にする路線位置の検討を行います。 

③  沢を通過する場合は、沢とその前後の地形・地質等を把握し、排水方向

に配慮しながら出来るだけ緩い傾斜の場所を通過します。沢の状況が悪く

路線作設後に路体決壊や法面崩壊等を繰り返す危険が高い場合は通過を

とりやめ、関係する集材区域の路網配置計画について再検討します。 

湿 地

予定路線位置 
変更前（破線）

現地踏査により修正した路線 

変更後(実線)

 集水面積が小さくなる上流側で、尾根に近い傾
斜の緩い箇所に、路線位置を修正 

排水施設の設置を避けるため路線を修正した例 
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 排水施設や土留め等の構造物について、種類と規模の想定及び検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常水がある沢渡りについては、開設コストに大きく影響するため必要によ

り工種の検討を行います。沢形状が緩く計画基面高との高低差が少ない場合

は、洗い越しが有効となります。また、常水の無い沢上流部について、暗渠

等の設置が必要な箇所や、部分的に土留めの必要となる箇所の把握も併せて

行います。 

 

 

 水捌けが悪い箇所は、必要と思われる区間に側溝を設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湧水などにより水捌けが悪い箇所を通過しなければならない場合は、部分

的に側溝を計画し速やかに開渠や暗渠等により川手に排水し、路体の決壊や

崩壊を防ぎます。また、側溝水の量が少量である場合、施業を行うのに有利

な三角型側溝の利用も検討します。 

 

湿 地

上流側に水捌けの悪い湿地等があり、湧
水の可能性が高い区間は側溝を設ける。

側溝設置区間 

素掘り側溝の例 
側溝が必要な箇所の例 

河川の横断傾斜が緩い沢 洗い越し検討図の例 

高低差が少ない 
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 側溝を設ける場合の注意点。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

湧水などにより側溝を計画する場合、速やかに開渠や暗渠等により川手に

分散して排水する必要があります。特に縦断勾配が 7％以上あるような急な箇

所については、流速が早くなり短い距離で水量が多くなるため洗掘を受け易

くなります。また、素掘り側溝を標準とする林業専用道は、洗掘されやすい

ため、開渠等による分散排水を行わずに 100ｍ以上の距離を、沢や川まで側溝

により導水した場合、汚濁の原因となるため十分な注意が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦断勾配が急な区間で、横断溝
が不足していると、流速が速い
うえ、側溝水が急激に増えるた
め洗掘され易くなる。 

縦断勾配が急 

側溝が無い区間。

側溝がある区間。

側溝が洗掘された例 

横断溝が適切な位置に設置されていない側溝の例 

 側溝があるのに一番
低い位置に、横断溝が
設置されていない。 
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 既設施設の利用を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既設の集材路や山土場を利用することで、土工量と森林の伐採面積を減ら

すことが出来るため、現地踏査により既存の施設を把握し、利用することで

有利になる箇所について検討し、路線位置を修正します。また、既存の森林

作業道の中には２級林道規格を満たしている場合があるため、現地踏査によ

り既存の形で利用する区間と、最小半径や沢渡り箇所の位置、構造物及び路

盤厚等を変更して利用する区間に区分して検討を行います。 

 

 

 

 

既設森林作業道の利用 既設集材路跡の利用 

分岐箇所の改善のため既設森林作業道を修正して利用した例 

既設森林作業道の利用 
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 森林作業道取付について配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地踏査により森林へのアクセスが想定される箇所について把握し、図面

に表示します。また、取付方向について路肩と地山の高低差を出来る限り低

く抑えるよう施工基面高を計画し、森林へのアクセスが容易になるよう配慮

します。 

 

 

 集材方法による区域区分の検討をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緩傾斜地で、ハーベスタによるストリップロード（※路網ではないが、林内走行型の

作業システムで機械が動き回る部分。）を用いたフォワーダ集材が想定される区域につ

いて現地検討を行い、基幹路網や森林作業道が不要な区域を設定しゾーニング図に図示

します。 

 

 

森林作業道の取付位置を想定する 作業道取付部の施工基面高を想定する

アクセス方向

アクセス方向

 

集材方法による区域区分図の例 

10°未満程度の平坦地で、ハー
ベスタによるストリップロード
を用いた、フォワーダ集材が想
定される区域 

10°未満程度の尾根部平坦地 
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 森林状況から危険と想定される箇所の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部急傾斜を通過するため表土厚を確認する必要がある場合や、湿潤で肥

沃な土壌を好むヤチダモやヤチハンノキ等が多く自生し、地下水等が表層の

浅い部分を流れている可能性がある場合等、地質上危険のおそれがある箇所

は、試掘を行い想定される計画基面高において、路体に問題が生じないか確

認を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 樹木の根が洗われており、湿潤で肥沃な土壌を好むヤ
チダモやヤチハンノキ等が多く自生している箇所を
通過する場合は、地下水等が表層の浅い部分を流れて
いる可能性があるため、試掘を行い想定される計画基
面高において路体に問題が生じないか確認を行いま
す。 

湿潤で肥沃な土壌を好む樹木が多く自生する箇所 

54



おわりに 

 

 本調査は、北海道の特性を生かし、高性能林業機械を効率的に稼働させる北海道型作業システム

を確立していくための路網整備を検討したものです。 

 

 傾斜が緩やかで地形があまり複雑ではない、まとまった施業地が多く見られる北海道において、

車両系作業システムを前提とした場合、フォワーダーによる集材を合理的に行い得るかどうかが効

率的な作業のための大きなポイントになります。そのため、本検討会では、間伐等の一層の効率化・

低コスト化を図り、森林作業道による集材距離を２００ｍ程度にとどめるように林業専用道を配置

することとしました。 

 

 具体的には道内に２箇所のモデル作業地を設定し、ここに林業専用道を中心とする森林路網の配

置計画を策定するため、図面、文献等による情報収集と現地踏査などの詳細な検討を行いました。

その検討作業の過程から、路網の整備を行うためには、最初に作業地内でどのような作業システム

が最も効率的であるかを想定し、その想定に基づいて林業専用道の配置や構造の検討などの手順を

経ることが必要ではないかとの結論を得ました。 

 

 また、個々の路線に関しては、作業地への直接的なアクセスポイントとすることや、盛土法面や

伐開部分等を一時的な丸太置き場として活用することなどにより、施業や運材の効率化やコストの

縮減にもつながるであろうことが議論されました。 

 

 なお、作業システムの想定に際しては必要に応じて区域分け（ゾーニング）を行うことも議論さ

れましたが、このことについては、現状では実施する可能性のある作業システムが複数ない地域も

多く、当面実務上は省略しても問題ないと考えられます。 

 

 モデル作業地については、平成２５年度から今回検討した路線が逐次開設される予定となってお

り、今後、実際に施業が実施される中で、効率性、コストなどのデータ収集・分析などが継続的に

行われること、また、民有林関係者を含めた現地検討会のフィールドとして活用することが有効で

あると考えています。 

 

 さらに、本調査の成果が北海道内の各地で活用され、北海道型作業システム路網が道内に広く普

及していくことを期待しています。 

 

 

                             『検討会委員一同』 
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 北海道立地下資源研究所 5 万分の 1地質図幅（上足寄）（1964）北海道開発庁 

 北海道立地下資源研究所 5 万分の 1地質図幅（志比内）（1968）北海道開発庁 

 山岸宏光 北海道の地すべり地形（1993）北海道大学図書刊行会 

 山岸宏光 川村信人 伊藤陽司 堀俊和 福岡浩 北海道の地すべり地形データベース（1997）北海道大学図書刊行会 

 北海道の地すべり‘99（1999）地すべり学会北海道支部 

 北海道砂防技術指針（案）（2006）北海道土木協会 

 日本森林立地図（1972）森林立地懇話会 

 旭川営林局土壌調査報告書 第９報 美瑛事業区（1970）林野庁 

 寺田喜助 北海道森林土壌の地域性ならびにトドマツの地位指数と土壌因子に関する研究 （1967）北海道立総合研究機構 林業試験場 

 鈴木隆介 建設技術者のための地形図読図入門 第１巻 読図の基礎 （1997）古今書院 

 陸別町町史 概要  

http://www.tokachi.pref.hokkaido.jp/d-archive/sityousonsi/rikubetsu_gaiyou.html 

 美瑛町まちの概要・要覧について 

http://www.town.biei.hokkaido.jp/modules/soumu/index.php?cat_id=80 
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資料１　「作業システムと路網」
　　　　　（著者　森林総合研究所北海道支所　佐々木尚三氏　）
　　　　　…第２回検討委員会での説明資料
資料２　「路網設置における生産コストの比較」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料を基に森林整備第二課が作成）
　　　　　…第２回～第４回検討委員会にて使用
資料３　「森林バイオマス資源の生産功程調査結果」
　　　　　（北海津森林管理局業務資料「北海道から始める日本林業の再生」より抜粋）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料４　「路網整備水準」
　　　　　（准フォレスター研修基本テキストより抜粋）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料５　「森林作業道の沢渡りについて」
　　　　　（北海道森林管理局　森林作業道地域コアメンバー作成業務資料より抜粋）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料６　「林業作業用施設（土場施設等）にかかる保安林協議の考え方
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料７　「水源かん養機能の維持・向上と濁水防止に配慮した森林施業の推進」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料８　「濁水防止に配慮した適切な事業の実施（森林整備事業等）」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料９　「濁水防止に配慮した適切な事業の実施（治山・林道事業等）」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料１０「事業実施に係る濁水防止対策について」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料１１「濁水防止に配慮した適切な事業の実施について（素材生産事業）」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料１２「造林事業におけるチェックシート」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
資料１３「林道（林業専用道）新設測量・設計業務チェックシート表」
　　　　　（北海道森林管理局業務資料）
　　　　　…第４回検討委員会にて使用
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source: FAO, 1998, A manual for the planning, design & construction of forest roads in steep terrain.
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Annual Report on Trends in Forest and Forestry in Japan, Fiscal Year 2009 (Summary) - Forestry Agency, MAFF, Japan
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水源かん養 機 能の 維持・向上と 
濁水防止に配慮した森林施業の推進 
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資料７



森林の土壌は雨水を蓄え

不純物をろ過する働きがあります。

洪水や水渇れを防ぎながら、

きれいな水を与えてくれます。

国有林では

良質な水の安定供給を確保する観点から、

適切な保育・間伐を行いながら

下層植生や樹木の根を発達させる

施業を推進します。

また、濁水防止に配慮した

森林施業等を推進します。



伐採面積の縮小や分散をする

ことにより、表土の流出によ

る河川の汚濁を軽減するとと

もに、下層植生の充実を図り

ます。

水源かん養機能の維持・向上を目指した森林づくり

水源かん養機能の維持・向上を目的とした森林においては、

また、

伐採面積の縮小や分散

○　伐採する年齢の長期化…木がない状態を減らす。
○　間伐のくり返し…根系や下層植生の充実を促す。

○　伐採面積の縮小や分散…表土の流出を最小限とする。

○　伐採箇所が１つの流域に集中しないようモザイク的な配置
○　尾根筋や渓流、河川、急傾斜地への保護樹帯の設定や伐採率の抑制などの取扱い

○　小面積の伐採や抜き伐り、部分的な植え込みや自然に生えた木を生かす。

などにより、
異なる年齢・高さ・針葉樹・広葉樹の混じった、
地表に草や低木が良く発達している
森林をつくります。

間伐のくり返しにより、下層植生が発達するとともに、
広葉樹の混じった森林をつくります。

に努めています。



伐区の小面積化・モザイク化

を図るとともに、流域として

の モザイク化を行います。

この場合、隣あった伐区につ

いては、おおむね１５年後に伐

採を行うなど、樹冠の閉鎖状

況に応じて伐採時期を検討し

ます。

急傾斜地や土砂崩れの恐れの

ある場所などにおいては保残

帯や保護木を配置し皆伐を控

えるなどの措置を講じます。

河川や渓流から幅概ね 25ｍ

については、渓流等への土

砂流出を抑えるため、 保護

樹帯を設けます。

流域内のモザイク的な配置

急傾斜地等への配慮

保護樹帯（保残帯）

※　森林の水源かん養機能に関する詳しい情報につきましては、
　　森林総合研究所のHP　（http://www.ffpri.affrc.go.jp/ga/morimizu/inder.html）( 森林と水の謎を解く）をご覧下さい。　



森林整備事業、治山事業における濁水の流出を未然に防止する措置

水源かん養機能を維持・向上させるためには、植え込みや間伐、路網の整備などが

必要です。

水源かん養機能をはじめとする森

林の多面的機能を将来にわたって

持続的に発揮させていくには適切

な森林施業の確保が不可欠です。

森林施業の効率的な実施にあたっ

ては、丈夫で簡易な森林作業道の

整備を進めていくとともに、濁水

防止のため様々な配慮を行ってい

ます。

造林、間伐、丸太の搬出において森林作業道等を使用する際は、
林業機械やトラックが走行して沢に土砂が流れ出ることがないよう
沢を渡る時は一時的にパイプを設置するなどの対策も行っています。

溝渠工

こうきょ

列状間伐丈夫で簡易な森林作業道

台風被害地植栽



②　ろ過マット

施工地周辺に沈砂池の設置が困難

等の場合には、河川を半分に締め

切り、流下する河川水をマット状

の資材により、ろ過する工法も用い

ます。

各種事業を行うに伴い、一時的に森林から土砂が流れ出す可能性がありますので、
それを防止するため、様々な対策を行っています。

具体的な施工法

①　沈砂池

沈砂池工法は必要に応じ、施工地周

辺に沈砂池設置の場所がある場合に

設けます。

沈砂池は、施工に伴い発生する汚濁

水を一時的に貯める施設であり、汚

濁水に含まれる土砂分を自然沈降さ

せることにより、極力汚濁を除去し

た上で河川等に戻すものです。
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事業者の皆様へ

事業実施に係る濁水防止対策について

「 」 、北海道において 北海道水資源の保全に関する条例 が施行され

水源地域の森林に関する道民の関心はますます高まるものと考えら

れる中、国有林の事業実行による濁水の発生防止について、一層の

配慮が求められています。

このため、森林管理（支）署において事業の計画、設計・積算、

発注段階で、濁水防止対策の検討や見落としがないかチェックする

取組を実施することとしました。

つきましては、事業実施に当たり、契約約款及び仕様書にお

いて、濁水防止対策を講じることは規定されていますが、別添のチ

ェックシートを事業実行中に携帯するなどご活用いただき、濁水防

止措置の検討や措置に見落としがないよう取組願います。

なお、事業実行に当たって、濁水発生のおそれがあると考えられ

る場合は、速やかに監督職員に連絡願います。
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